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1 はじめに
近年の高齢者の増加などによって、在宅での生体情報
監視システムの重要性が増している。レーダによる呼吸・
心拍の測定法は非接触で簡便であるため注目されている
[1]。しかし、従来の報告では単一人体のみを仮定してお
り、観測対象者以外からの信号が干渉すると測定精度が
悪化する。そこで本稿では、超広帯域レーダを用いた 2

体の人体の測定を想定し、アダプティブアレイ処理を用
いて各目標の生体信号を分離する方法を提案する。

2 超広帯域レーダを用いたバイタル情報の取得
複数人体からのバイタル信号の分離にはDCMP法 [2]

を用いた。先行研究 [3]では、シミュレーションにおい
て、異なる人体から受信されるバイタル信号は、心拍、
呼吸周期の個人差により相関が低下し、DCMP法による
分離が有効であることがわかっている。本研究では実験
で得られた測定データに対して提案法を適用し、従来の
ビームフォーミング法と比較し、提案法の有用性を示す。
実験の概観を図 1 に示す。測定には中心周波数

60.5GHz、帯域幅 1.25GHz、受信には 4 素子等間隔リ
ニアアレイを用いる。横臥位の人体を測定し、人体の肩
部からのエコーを測定する。図の x = 5cmの位置に横臥
した場合、x = −5cmの位置に横臥した場合のそれぞれ
について測定を行い、2つのデータを合成することで 2

人体の測定データを擬似的に作成した。合成前のデータ
において従来のビームフォーミング法によるバイタル信
号の測定を行った結果を真値とし、2人体存在時に提案
法による分離、ビームフォーミング法による分離それぞ
れの精度を、真値との平均二乗誤差を用いて評価する。
負の部分に横臥した被験者を Target1、もう一方の被
験者を Target2とし、Target2のバイタル信号を分離し
た場合の指向性利得を図 2に、実際の分離波形を図 3に
それぞれ示す。図 2から DCMP法による分離では、妨
害波を約 18.3dB抑圧できており、ビームフォーミング
法の約 4.5dBに比べ抑圧度が高くなっていることがわか
る。また図 3において、DCMPとビームフォーミング
により得られるバイタル信号の RMS誤差は 0.092mm、
5.867mmであり、提案法による分離が有効であること
がわかる。
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図 1 実験環境の概略
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図 2 Target2分離時のアンテナパターン
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図 3 Target2のバイタル信号の分離結果
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